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株主の皆様へ

株主の皆様にはますますご清祥のこととお慶び申し

あげます。

当社第１７７期上半期（平成１２年４月１日から平成１２

年９月３０日まで）の営業概況についてご報告申しあ

げます。

当期間におけるわが国経済は、民間設備投資が堅調

であったものの、個人消費に勢いがなく、回復の足取

りは緩やかなものとなりました。また、海外では、米

国経済が引き続き好調であったほか、欧州・アジア経

済も総じて順調に推移しました。

このような状況の中で当社は、ピアノ１００周年記念

事業において各種イベントを開催し多くのお客様にピ

アノの良さ、楽しさを再認識していただいたほか、ア

コースティックバイオリンを開発、発売するなどアコ

ースティック楽器におけるヤマハブランドを強くアピ

ールする一方、携帯電話着信メロディーサービスの拡

大、インターネットとライブを融合させた新しい公開

オーディションイベント「ミュージック・フロント」

の立ち上げ、レーベル会社「株式会社ヤマハミュージ

ックコミュニケーションズ」の設立、電子楽譜出版配

信会社「ヤマハミュージックインタラクティブ」（米

国）設立などメディア・ビジネスの推進に注力しまし

た。また、ホームシアター関連商品、情報通信機器の

充実、携帯電話用音源ＬＳＩの拡売に努めました。

販売の状況につきましては、楽器部門が国内市況の

低迷と為替の円高影響から売上げ減少となりました。

オーディオおよび情報通信機器部門もＣＤ-Ｒ／ＲＷド

ライブの低価格化と円高の影響により売上げ減少とな

りました。電子機器部門では半導体が売上げを伸ばし

ました。

以上の結果、当上半期の売上高は１，７８３億２６百万円
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（前年同期比１０．７％減少）となりました。このうち、

国内売上高は８８２億７７百万円（前年同期比８．３％減少）、

輸出売上高は９００億４９百万円（前年同期比１２．９％減少）

となりました。

利益につきましては、経常利益は１０３億８２百万円

（前年同期は経常損失６億３７百万円）となり、当期利益

は７４億７０百万円（前年同期は当期損失１５９億４６百万円）

となりました。

中間配当につきましては、１１月１７日開催の取締役

会において１株につき３円とすることを決定いたしま

した。

景気は個人消費、為替などに不透明感を残し、下半

期も経営環境は予断を許さない状況が続くものと思わ

れます。当社といたしましては、楽器事業および

ＡＶ・ＩＴ事業の収益力強化、メディア・ビジネスの拡

大、さらなる経営の効率化を図るとともに、多角化事

業の収益構造を確立し、業績の向上に鋭意努力してま

いる所存でございます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご指

導、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

平成１２年１２月

２

代表取締役社長
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楽器部門

オーディオおよび情報通信機器部門

部門別営業の状況

オーディオにつきましては、為替の円高影響はあったもの

の、アンプ、レシーバー等ホームシアター関連商品が国内外

で高い評価を得て、堅調に推移しました。

情報通信機器につきましては、CD-R/RWドライブが大幅に

販売数量を伸ばしましたが、市場での低価格化がさらに進み、

為替の円高影響もあり売上げは減少となりました。また、

ISDNルーターは引き続き伸長しました。

以上により、当部門の売上高は４３１億２６百万円（前年同期比

１０．１％減少）となりました。

国内
ピアノは、１００周年記念モデルや普及価格帯のアップライト

ピアノが売上げを伸ばしましたが、電子型ピアノが振るわな

かったことから微減となりました。電子楽器は、エレクトー

ン、一段電子鍵盤楽器の不振により売上げ減少となりました。

また、管弦打他楽器は、初めて自社で開発したアコースティ

ックバイオリン「ブラビオール」が好評を博したものの、市況の

冷え込みから全体的には低迷し、売上げ減少となりました。

以上により、当部門の国内売上高は３８５億５０百万円（前年同

期比５．４％減少）となりました。

輸出
ピアノは北米を中心に売上げを伸ばし、電子楽器、管弦打

他楽器も好調に販売数量を伸ばしましたが、為替の円高影響

により、全体としては売上げ減少となりました。

以上により、当部門の輸出売上高は５４７億５３百万円（前年同

期比２.4％減少）となりました。
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電子機器部門

部品その他部門

教室収入他部門

半導体は、携帯電話用音源LSIが大幅に売上げを伸ばしたほ

か、アミューズメント向けLSI等も引き続き好調に推移しまし

たが、薄膜磁気ヘッド事業からの撤退により売上げは減少とな

りました。

以上により、当部門の売上高は１４２億８８百万円（前年同期比

４７．２％減少）となりました。

ゴルフ用品は景気の低迷により振るいませんでしたが、自動

車用内装部品は順調に推移しました。

以上により、当部門の売上高は７１億７０百万円（前年同期比

1．３％増加）となりました。

音楽教室の生徒数が減少したことから当部門の売上高は２０４

億３７百万円（前年同期比１．２％減少）となりました。
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部門別売上高

部門別売上構成

（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）

部　　門 主要商品等 売上高（百万円）

楽 器

ピアノ、電子楽器、管楽器、

弦楽器、打楽器、教育楽器、

音響機器等

９３,３０４

オ ー デ ィ オ お よ び

情 報 通 信 機 器

ホームシアター機器、コンポ

ーネントステレオ、システム

ステレオ、カラオケ機器、

ＣＤ-Ｒ／ＲＷドライブ、ＩＳＤＮ

ルーター等

４３,１２６

電 子 機 器 半導体等 １４,２８８

部 品 そ の 他

ゴルフ・アーチェリーの用

具、住宅音響設備、建築音響

設備、自動車用内装部品、各

種パーツ等

７,１７０

教 室 収 入 他 音楽教室、調律等の営業等 ２０,４３７

計 １７８,３２６

部品その他�
4.0％�

楽　　　器�
52.3％�

オーディオ�
および�

情報通信機器�
24.2％�

電子機器�
8.0％�

教室収入他�
11.5％�

国内・輸出売上構成
国内 ８８２億７７百万円（４９.５％）
輸出 ９００億４９百万円（５０.５％）
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業績の推移

（億円）
売上高の推移

期

第 １７４ 期

第 １７５ 期

第 １７６ 期

第１７7期（当期）

第 １７４ 期

第 １７５ 期

第 １７６ 期

第１７7期（当期）

第 １７４ 期

第 １７５ 期

第 １７６ 期

第１７7期（当期）

２,２１１

２,０５４

１,９９６

１,７８３

上　半　期 通　期

（百万円）
経常利益の推移

期

１２,０２０

２,１５４

△６３７

１０,３８２

上　半　期 通　期

（百万円）
当期利益の推移

期

６,１８８

７４８

△１５,９４６

７,４７０

４,１７２

３,９１９

３,６９１

１１,４２９

△１２,５８６

△７,３８８

５,０６８

△１３,７１１

△３６,７９８

上　半　期 通　期
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貸借対照表の要旨 （平成１２年９月３０日現在）

資　産　の　部

資 産 合 計３０６,７９７

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形・売掛金
棚 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
償 却 資 産
土 地
そ の 他

無形固定資産
投 　 資 　 等
投 資 有 価 証 券
子会社株式・出資金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１０５,０９５
１８,９２４
４６,０７３
３０,９７３
７,６１４
２,８２６
△１,３１７
２０１,７０１
５２,０５５
２９,８６２
２１,６３５
５５６
１９７

１４９,４４８
４８,６３２
６５,４１１
２８,５６７
７,８８５

△１,０４８

負　債　の　部

資　本　の　部

流 動 負 債
支払手形・買掛金
短 期 借 入 金
未払金・未払費用
諸 預 り 金
そ の 他

固 定 負 債
転 換 社 債
長 期 借 入 金
退職給付引当金
そ の 他
負 債 合 計

６５,３６０
３９,２７３
１,０３４
２０,７０９
１,２１６
３,１２６
９２,１９６
２４,３１７
６,２２０
６０,０７５
１,５８４

１５７,５５６

負債及び資本合計３０６,７９７

資 本 金
法 定 準 備 金
剰 余 金
（うち当期利益）

資 本 合 計

２８,５３３
３０,９３９
８９,７６７
（７,４７０）
１４９,２４０

（単位百万円）

（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）
損益計算書の要旨

売　　　上　　　高
売 上 原 価
延 払 未 実 現 利 益
販売費及び一般管理費

営　　業　　利　　益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

経　　常　　利　　益
特 別 利 益
特 別 損 失

税 引 前 当 期 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

当 　 期 　 利 　 益
前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

１７８,３２６
１３８,４５８

５９
３１,５９２
８,３３６
２,６６７
６２０

１０,３８２
５,５０１
３,５６９
１２,３１４

５０
４,７９４
７,４７０
３,１００
１０,５７０

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額 １０９,６３１百万円
２．輸出受取手形割引高 ８,４５７百万円
３．保証債務 ３,００８百万円

（単位百万円）
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少数株主持分

資　本　の　部

連結貸借対照表の要旨 （平成１２年９月３０日現在）

資　産　の　部

資 産 合 計５１５,８６２

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 上 債 権
棚 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有形固定資産
建物及び構築物
機 械 及 び 装 置
土 地
そ の 他

無形固定資産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
非連結子会社及び関連会社株式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

２２１,９４２
３２,８４４
８１,５０６
９２,２２５
９,９４７
５,４１８

２９３,９２０
１６３,８６６
７８,７３２
２３,３４７
４８,５２３
１３,２６３
１,０８０

１２８,９７３
３９,４８０
４５,６２３
３０,３２０
１３,５４９

負　債　の　部

流 動 負 債
仕 入 債 務
短 期 借 入 金
一年以内返済の長期借入金
未払金・未払費用
未 払 法 人 税 等
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

固 定 負 債
転 換 社 債
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
退職給付引当金
そ の 他
負 債 合 計

１７２,６９４
５１,３７９
６１,３３４
６,５９０
３７,５８０
１,８７２
２０４

１３,７３２
１５３,１５０
２４,３１７
１４,１８３
１,６８６
６９,７３６
４３,２２６
３２５,８４５

負債、少数株主持分及び資本合計 ５１５,８６２

資 本 金
資 本 準 備 金
再評価差額金
連 結 剰 余 金
その他有価証券再評価差額金
為替換算調整勘定
自 己 株 式

資 本 合 計

２８,５３３
２６,９２４
８,３０１

１６８,２８９
３５４

△４５,５０５
△５

１８６,８９２

（単位百万円）

（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）
連結損益計算書の要旨

売　　　上　　　高
売 上 原 価
延 払 未 実 現 利 益
販売費及び一般管理費

営　　業　　利　　益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

経　　常　　利　　益
特 別 利 益
特 別 損 失

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

当　期　純　利　益

２５１,２６８
１６５,７６０

５９
７２,９７０
１２,５９６
５,００４
３,６３２
１３,９６９
５,５４４
３,４３３
１６,０８０
１,５８６
４,３３２
１３３

１０,０２８

（単位百万円）

３,１２４
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TOPICS

1900年に国産第1号のピアノを製造して以来、数々のモデルを世に送
り出してきたヤマハ。100周年を迎えた今年、全国でさまざまな記念
事業を開催しています。国内外の著名ピアニストによるリサイタル
「ヤマハピアノセンテニアルコンサート」に加え、ピアノ音楽の楽しさ、
素晴らしさを幅広いユーザーに体験してもらうための「作曲家おもし
ろ図鑑コンサート」「今は昔ピアノコンサート」など、ユニークな企画

も盛りだくさん。ほかにも、
全国のピアノ指導者を対象と
した記念講座・セミナー、ピ
アノを習う人へのメッセージ
を絵と文章で表現する「ピア
ノっていいな」絵本コンクー
ルなど、趣向を凝らした記念
事業が展開されました。

歴史的名器とヤマハ技術の融合
ヤマハバイオリン
「ブラビオール」誕生。

本年6月より発売を開始したブラビオール
「BRAVIOL (＝BRAVO! VIOLINからの造
語)」は、ヤマハの楽器づくり110年の歴史の
中で、初のアコースティックバイオリンです。
世界的に有名なイタリアのバイオリン名工、
ガルネリ・デル・ジェスが18世紀に製作した
名器をベースに、当社とイタリアの一流バイ
オリン製作者との共同研究により生まれまし
た。ヤマハの高度な楽器製造技術と伝統的手
法の融合により、音質・演奏性・外観美など、
すべての点において高いコストパフォーマン
スを実現し注目を集めています。

「ピアノ新世紀」の幕開けを
飾るヤマハピアノ100周年
記念事業。

ヤマハの原点＜音＞＜音楽＞を見つめ、
楽器づくりの新たな一歩へ。

ヤマハピアノ100周年謝恩　園田高弘ピアノリサイタル

グランドピアノ
「C3 センテニアル」



レコ－ド業界への新規参入
「ヤマハミュージックコミュニケーションズ」

レコ－ド業界の情報と流通の変革が進むなか、当社では本年5月、新レ
コ－ド会社「株式会社ヤマハミュージックコミュニケーションズ」を
設立しました。独自のレコ－ド会社を持つことにより、音楽普及から

プロデュース・制作・デリバリーまでのサ
イクルを、新しい手法で一貫して行ってい
きます。中島みゆき、CHAGE & ASKA
などの一流ア－ティストを擁し、現在はCD
ビジネスを主体に展開中。今後はさらに、
ネットによる音楽配信ビジネス、電子商取
引などにも力を注いでいきます。

１０

ネット時代のオーディションイベント
「ミュージックフロント」スタート。

当社では、本年4月よりインターネットとライブを融合させた公開オー
ディション「MusicFront(ミュージックフロント)」をスタートしまし
た。これは、新人アーティストの発掘と音楽配信をインターネットで

行う新しい試み。公募したアマチュア
作品の楽曲を、ウェブ上で公開しライ
ブを開催、人気投票により優秀作品を
決定するものです。優秀作品はウェブ
サイト上で販売するほか、CDデビュ
ーのバックアップも。今後も新たな総
合的音楽サイトとして、さまざまなネ
ットビジネスを展開していきます。

「ミュージックｅテイメント」
をキャッチフレーズに、
「メディア総合戦略」で新世紀を切り拓く。

ヤマハグループでは、今後の経営の方向性の基軸として「メディア総
合戦略」を掲げています。これは、当社のソフト・ハード・コンテン
ツの総合力を活かしてさらなる成長を図るもので、携帯電話関連事業
をはじめ、新たなビジネスモデルを展開し注目を集めています。

○

※「ミュージック e テイメント」：（eの意味＝eコマース、eビジネス、エンタテイメント、エデュケーション）

中島みゆき



１１

株式および転換社債の状況
（平成１２年９月３０日現在）

株式の状況
会社が発行する株式の総数 ７００,０００,０００株
発行済株式総数 ２０６,５２３,２６３株

（当上半期における転換社債の
転換はありませんでした。）

株　　主　　数 １５,６７１名
株式の所有者別状況

金融機関

１１２名
１１０,７０８千株
（５３.６％）

１５,０１７名
３０,７８６千株
（１４.９％）

２７２名
１８,４８２千株
（８.９％）

２３０名
４４,７４５千株
（２１.７％）

３９名
１,７９４千株
（０.９％）

１名
５千株

（０.０％）

個人・その他 その他
国内法人 外 国 人 証券会社 政府・

地方公共団体

大　　株　　主

転換社債の状況

株　　主　　名

株 式 会 社 第 一 勧 業 銀 行

株 式 会 社 富 士 銀 行

株 式 会 社 住 友 銀 行

住友海上火災保険株式会社

ノーザントラストカンパニー（エイブイエフシー）サブアカウントアメリカンクライアント

株 式 会 社 静 岡 銀 行

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

三菱信託銀行株式会社（信託口）

日 本 土 地 建 物 株 式 会 社

９,９０６,４０４株

９,９０６,４０４

９,９０６,４０４

９,２６９,９２５

８,４６２,０００

８,３４９,８５５

７,４５０,０００

７,２０５,６５２

４,８７９,０００

３,８８９,３００

所有株式数 持株比率

４.８０％

４.８０

４.８０

４.４９

４.１０

４.０４

３.６１

３.４９

２.３６

１.８８

銘 柄
発 行 年 月 日
発 行 総 額
利 率
転 換 価 額
未 償 還 残 高
償 還 期 限

第２回無担保転換社債
昭和６３年９月３０日
２５,０００百万円
年１.９％
２,２００円

２４,３１７百万円
平成１６年３月３１日



１２

取締役および監査役
（平成１２年１２月１１日現在）

役　職　名

代表取締役社長

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

取 　 締 　 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

監 　 査 　 役

監 　 査 　 役

氏　　名

伊　藤　修　二

岸　田　勝　彦

前　嶋　邦　啓

和　智　正　忠

江　川　宣　之

梅　田　吉　弘

小　池　春　樹

花　本　眞　也

張　替　滋　夫

加　藤　博　万

黒 江 常 夫

太　田　直　幹

茶　谷　尚　武

鈴　木　重　文

中 村 公 之



１３

会社の概要
（平成１２年９月３０日現在）

商　　　号

本　　　店

設　　　立

資　本　金

従　業　員

主な事業所

ヤマハ株式会社

YAMAHA  CORPORATION

〒４３０-８６５０
静岡県浜松市中沢町１０番１号

明治３０年１０月１２日（創業明治２０年）

２８,５３３,３５７,３８５円

６,５１５名

支店　東京、大阪、名古屋、九州（福岡県）、

北海道、仙台

工場　本社、天竜、磐田、掛川、豊岡

（以上静岡県）、埼玉



株式のご案内

決 算 期
基 準 日

定 時 株 主 総 会
利益配当金受領株主確定日
中間配当金受領株主確定日
１ 単 位 の 株 式 数
公 告 掲 載 新 聞
名 義 書 換 代 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

同 取 次 所

３月３１日
３月３１日
その他必要があるときは、予め公告い
たします。
６月
３月３１日
９月３０日
１,０００株
東京都において発行する日本経済新聞
東京都港区芝三丁目３３番１号
中央三井信託銀行株式会社
〒４６０-８６８５
名古屋市中区栄二丁目３番６号
中央三井信託銀行株式会社名古屋支店
証券代行部
電話（０５２）２３１－１１４５
中央三井信託銀行株式会社本店および
全国各支店、日本証券代行株式会社本店
および全国各支店・出張所

株式の名義書換、単位未満株式の買取請求、配当金のお支払い
および諸届等のお問合せは、上記名義書換代理人の事務取扱場
所ならびに同取次所でお取扱いいたします。
なお、「財団法人証券保管振替機構」に預託されました株券につ
いての諸届および手続等に関するお問合せは、お取引先の証券
会社へお願いいたします。

（お知らせ）
名義書換代理人および同事務取扱場所の住所が変更になりました。



〒４３０-８６５０静岡県浜松市中沢町１０番１号
TEL:０５３（４６０）２２１１

http://www.yamaha.co.jp/

この中間事業報告書は、再生紙を使用しております。


